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１   本市財政の現状と課題  

   本市財政の現状  

 本市における財政の現状について，平成１９年度一般会計決算で見ると，

歳入面では，前年度決算額と比べ，自主財源の根幹をなす市税収入が，税源

移譲の本格化や一部業種の業績回復などにより３年連続で増加したものの，

所得譲与税，減税補てん特例交付金および減税補てん債の廃止による減収額

が税収増を上回ったほか，地方交付税関連についても，臨時財政対策債や特

別交付税が減少するなど，依然として一般財源の確保が厳しい状況であった。 

一方，歳出面では，普通建設事業を始め，物件費や維持補修費などが減少

したものの，団塊の世代の退職を迎えた人件費，児童手当制度拡充などによ

る扶助費，また，繰上償還を行った公債費を合わせた義務的経費が約２９億

円増加したことから，歳出全体に占める義務的経費の割合は１．５ポイント

上昇し，財政の硬直化が一段と進んだ状況となっている。  

また，１９年度末における一般会計の市債残高は，約１，４５８億円とな

り，前年度末よりも約９０億円減少したものの，市債償還の公債費は，当分

の間，高い水準で推移する状況となっている。  

 さらに，財政調整基金など財源対策４基金の１９年度末残高は，厳しい財

源不足に基金の取崩しで対応したため，前年度末から約１２億円減少した約

１２１億円となり，１０年前の９年度に比べ約２分の１となっている。  

このような依然として厳しい状況が続く中，２０年度予算においては，景

気回復基調を受けて市税が順調に増加すると見込む一方で，２０年度からス

タートした第５次高松市総合計画（以下「総合計画」という。）に基づくまち

づくりに向けた着実な第一歩を踏み出すことができるよう戦略的・重点的な

財源配分を行い，実質的な事業費では対前年度比増の予算編成を行ったとこ

ろである。  

しかしながら，その後の原油を始め原材料費の高騰など世界経済の状況が

目まぐるしく変化する中，景気が後退局面に入り，２０年度の市税収入につ

いては，その伸びに期待が持てない状況となっており，財源確保が困難とな

ることが想定される。  

このように，本市の財政状況は，今後とも予断を許さない厳しい状況が依

然として続いている。  
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    本市財政運営の課題  

合併後，４２万都市となった本市の望ましい都市づくりとして，合併に伴

う資源や人材を最大限生かし，道州制の州都にふさわしい都市を目指すとと

もに，これまで培ってきた中枢管理都市としての機能をさらに高め，都市間

競争の中で優位性を保持するため，総合計画や合併各町建設計画等（以下「建

設計画等」という。）に掲げる施策・事業を着実に実現し，市民が充実した生

活を実感できる魅力あるまちづくりに，積極的に取り組まなくてはならない。 

  このため，今後の本市の財政運営に当たっては，市債発行額の抑制や財政

調整基金など４基金の適正規模の確保を図るとともに，合併に伴う財政支援

措置を含む特定財源をより効果的に活用するほか，市税などの自主財源を積

極的に確保し，プライマリーバランスの黒字化を維持する中で，事務のムダ

をできるだけ省き，施策・事業の厳しい「選択と集中」に徹することにより，

新たな課題や展開に的確かつ弾力的に対応できる財政構造を確立することが

極めて重要となっている。  

２   中期財政収支見通し  

    安定的で健全な財政運営を行うためには，４～５年先を見据えた財政収支見

通しを踏まえる必要がある。  

    このため，景気の動向に伴う市税収入の変動や地方財政対策等に大きな影響

を受けるなど，予測が困難な面もあるが，現行制度を基本として，１９年度に

策定した第４次高松市行財政改革計画（以下「行革計画」という。）に掲げる一

般財源不足の解消を図る取組みを反映するとともに，過去の決算状況や各部局

における計画等を勘案しながら，平成２０年度から２４年度までの中期財政収

支の見通しを，一般会計（一般財源ベース）で試算した。１１ｐ別表①参照  

    この試算によれば，本市財政は，このまま推移した場合，２１年度から２４

年度までの財源不足は，表内①欄のとおり，約２１３億円と見込まれ，総合計

画が２０年度からスタートし，重点取組事業が本格化する中，各部局において

取組みを計画している事業費を見込んだことなどから，前年度の２０年度から

２３年度までの４年間での推計に比べ財源不足額は約１１１億円増加している。 

    今後，道路特定財源の一般財源化や地方交付税等の動向に厳しいものが想定

される中，総合計画や建設計画等に掲げる施策・事業を着実に実現するために

は，行革計画に掲げた取組みを上回る実践や，この指針で示す方策を具体的に
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実行に移し，これら財源不足を解消することが不可欠である。  

３   財政運営指針の策定  

中期財政収支見通しを踏まえ，一段と厳しさを増す行財政環境に，迅速かつ

適切に対応するため，財政健全化に重点的・戦略的に取り組むことを念頭に，

行革計画における実施項目も合わせ，財政運営の健全性を確保する上での具体

的方策を明らかにしながら，本市の中・長期的な財政運営指針を取りまとめ，

今後とも，各年度の状況の変化に応じた所要の修正も加えながら，予算編成を

始めとする財政運営の基本とするものである。  

４   基本方針  

 累次の財政運営指針においては，財政の危機的な状況を回避するため，「“選

択と集中”将来にわたり持続可能な健全財政を目指して」をキーワードに，限

られた財源の重点的・効率的な配分に努めてきたところである。  

今後においても，財政運営においては，将来世代に過重な負担を転嫁せず，

時代の潮流を的確にとらえた行政課題に即応できる安定的で，自主的・自立的

な行財政基盤を確立することが肝要であり，本指針のキーワードと基本的な考

えは踏襲するものである。 

したがって，引き続き「“選択と集中”将来にわたり持続可能な健全財政を

目指して」をキーワードに，次の５項目を基本方針として，自主性・自立性を

保持する行財政基盤の確立を目指すものとする。 

   財源の積極的な確保  

 自主財源の積極的な確保を図るため，職員の英知を結集し，市税徴収率の

一層の向上に努めるほか，使用料及び手数料については，受益者負担の原則

に立ち，積極的な見直しと新たな財源確保に努める。  

  地方分権に対応した行財政改革の推進  

  行革計画では，財政の健全化を戦略的取組みとして掲げ，この計画に掲げ

る実施項目の実践により７０億円の一般財源不足を解消することを戦略的目

標としている。 

この行革計画の積極的かつ的確な推進は，自主的で自立した財政基盤を確

立する上で，必須条件であるため，その達成に向けて，全力を挙げて取り組

んでいくものとする。 

     施策・事業の厳しい選択  
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      まちづくり戦略計画における重点取組事業を始めとする各種施策・事業の

選択に当たっては，限られた財源の範囲を明確化することにより，その範囲

内で，各種施策・事業の必要性・効果性，行政と民間の役割分担などを十分

検討するほか，将来の財政負担についても留意しつつ，限られた財源の重点

的・効率的な配分に努める。  

     市債残高が累積しない財政構造の確立  

  少子化の進行に伴う人口構造の変化等により，世代間の費用負担の不均衡

も懸念される中で，市債残高が累積しない財政構造を確立することはわれわ

れの責務であり，プライマリーバランスの黒字の堅持に特に留意し，市債の

発行の抑制に努める。  

     財政情報の積極的な開示等  

  財政状況が依然として厳しい中で，市民の理解と協力を得ながら財政の健

全化を推進していくため，本市の財政状況等について，積極的に開示すると

ともに，市民から託された税金の使途について説明責任の全うを念頭に置い

た予算の編成と執行に努める。  

５   重点的に実施すべき具体的方策  

  ５項目の基本方針に沿い，次の１０項目を重点的に実施すべき具体的方策と

して設定し，積極的に取り組むものとする。   

   市税等の収納対策の効果的推進  

      市税については，平成１９年度における所得税から個人市民税への税源移

譲に伴い，収納対策が極めて重要となっている。  

  また，国民健康保険料，介護保険料，住宅使用料など税外収入金について

も，受益者負担の適正化を図る観点から，収納対策のさらなる強化が必要で

ある。  

今後においても，これまでの取組みを検証する中で，市税等の一層効果的

な滞納整理を実施するとともに，口座振替制度への加入促進を図るほか，個

人市民税にかかる特別徴収の普及・拡大などに取り組むものとする。  

   使用料等の受益者負担の適正化等  

  市が提供する行政サービスについては，住民負担の公平性確保の観点や受

益者負担の原則に立ち，適正な負担額を設定する必要がある。  

今後においても，「高松市受益者負担見直し基準」や各施設コスト計算書の
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データ等に基づき使用料の適正化に努めるとともに，他都市で実施している

歳入確保の状況も踏まえ，新たな受益者負担措置を検討するほか，下水道整

備区域内の未接続世帯の解消，未利用地の売却，市有財産の貸付けの見直し

など，収入源の積極的な確保に努める。  

   定員管理および給与の適正化  

       定員管理については，平成１９年７月に策定した「高松市職員数の適正化

計画」を着実に実行するものとし，各種事務事業の改革・改善を図り，適正

な組織体制，人員配置に努める。  

      また，特殊勤務手当について，市民の理解が得られるものとなるよう点検・

見直しを図るとともに，時間外勤務について，時差出勤や事務量削減，嘱託

化・委託化，職員の再配置，部内相互応援制度など，総合的な取組みを進め

ることにより，実質的な縮減を図る。  

  さらに，職員退職手当については，ピークとなった１９年度以降について

も，当分の間，高い水準で推移することが見込まれており，財源確保も含め，

適切に対応する。   

     外部委託等の推進  

  外部委託等については，「民間にできることは民間へ」の考えのもと，行政

と民間の役割分担，委託後の行政サービスの質・水準・効果等に配意しなが

ら，市民団体等との協働の推進など，民間活力を最大限活用し，「高松市公民

の役割分担見直しおよびアウトソーシング検討基準」を踏まえ，積極的に推

進する。  

 また，公の施設管理については，引き続き「高松市指定管理者制度導入指

針」に基づき，導入の効果を事前検証した上で，計画的な導入を進める。  

  さらに，より効率的な公共サービスを提供する一手法として，市場化テス

トの導入に向けた検討を進める。  

     補助金等の見直し  

補助金等については，「高松市補助金等交付システム見直し基準」に基づき，

交付事務の適正化を図るとともに，その必要性や成果等について，成果目標

（Plan）→効率的執行（Do）→厳格な評価（Check）→予算への反映（Action）

（以下 PDCA サイクルという。）に基づく不断の点検を行い，終期の設定，縮

小，廃止，統合など，より一層の整理・合理化に努める。  
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なお，平成２０年度から行った補助金等の関係予算の情報開示を行うほか，

今後の取組みとして，市民の視点から，補助金がより適切に交付されるよう，

補助金等交付基準の見直しを行うものとする。  

   事務事業の見直しおよび経費節減  

     既存の事務事業については，行政と民間，国・県と市の役割分担の明確化，

受益と負担の公平性，同種の事務事業の統合化などの観点から，積極的に見

直しを行うとともに，個々の事務処理手続などについても，情報化の進展な

どに合わせた簡素・効率化等を図り，経費節減や事務量自体の削減に努める

ものとする。  

また，経常経費については，財政の弾力性を確保するため，今後とも，費

用対効果の検証，コスト意識のさらなる徹底など，PDCA サイクルに則った不

断の見直しを行う中で，更なる経費節減に努める。  

   さらに，外郭団体・財政援助団体においても，市と同様に経営の改革・改

善を適時適切に指導し，自主・自立の運営を促進するなど，「高松市外郭団体

の運営等指導基準」に基づき，一層の経費削減と事務事業の整理・効率化を

図る。  

     投資的事業の重点化・効率化  

      投資的事業については，これまでの積極的な取組みにより都市基盤が整い

つつある一方，市債残高や公債費が増嵩し，各種の基金が減少するなど，現

下の財政硬直化の要因となっているが，今後においても，総合計画や建設計

画等に掲げる，新たなまちづくりのための社会資本整備が予定されていると

ころである。  

このような中，国においては，平成２１年度予算の概算要求基準において，

前年度に引き続き，公共事業については前年度当初予算の９７％の範囲内に

抑制することとし，地方にも，地方単独事業の抑制など，国と歩調を合わせ

た歳出削減を求めていることから，本市の投資的事業についても，公共事業

としての役割や費用対効果，緊急性等をさらに精査するとともに，事前に投

入できる財源の明確化や公債費抑制など，財政健全化の方向性を十分勘案す

る中で，メリハリのある予算配分を行う。  

     財政基盤に配慮した施策・事業の選択  

  地方交付税等一般財源の状況が不透明な財政環境の中で，増大する行政需
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要に弾力的かつ的確に対応し，自主的・主体的なまちづくりを進めていくた

めには，自主財源の強化を図る一方で，使用可能な財源の中で，施策・事業

の厳しい選択を行う必要がある。  

  このことを踏まえ，まちづくり戦略計画における重点取組対象事業を始め

とする各種施策・事業の選択に当たっては，まず，財源状況を明らかにする

中で，緊急性・先導性・重要性などのほか，将来の財政負担や国・県の重点

分野などとの整合性も考慮するとともに，成果指標等客観的な基準を用いた

優先順位付けによる厳しい選択と集中を行い，限られた財源の重点的・効率

的な配分に努める。  

     後年度負担を考慮した市債発行と債務負担行為設定の適正化  

      健全財政確保のためには，プライマリーバランスの黒字を堅持・拡大し，

市債残高の減少を図る必要があり，後年度の償還負担を十分に認識する中で，

大規模事業については，各年度における事業費の平準化を図るほか，通常事

業分にかかる市債発行額については，公債費の元金償還額の範囲に努めるな

ど，市債残高の減少に取り組む。  

 また，土地開発公社を活用した用地の先行取得は，市債と同様，将来の財

政負担を考慮し，計画的に行うとともに，債務負担行為の設定についても，

事業の緊急度，効果等を踏まえながら重点化を図るなど，適正化に努める。  

     市民にわかりやすい財政情報の公開と説明責任の全う 

      厳しい財政状況の中，地方分権社会に対応した行財政運営を円滑に進めて

いくためには，市民の理解と協力が何より必要である。  

このことから，市民に対し，決算に関する各種データ，指標をわかりやす

く提供するほか，予算編成方針における本市の重点取組項目の明示や編成過

程を本市ホームページで公開するなど，財政に関する情報を適時・適切に開

示する。  

また，市民の税金の使途となる全ての事務・事業については，あらゆる場

面で説明責任が果たせるよう，適切な予算の編成，執行に努める。  

６   行革計画を踏まえた財政健全化の取組み  

   全庁的な行革取組の実践と情報公開  

      中期財政収支見通しの項で述べたとおり，本市における一般会計の収支見

通しはこのまま推移した場合，平成２１年度から２４年度までの４年間の一
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般財源不足は約２１３億円が見込まれる。 

      この不足を財源対策４基金の取崩しで補うことは不可能で，今後の財政運

営の厳しい見通しを踏まえ，行革計画に掲げた各部局の一般財源不足解消の

ための取組みは最低限実行しなければならない。 

      このため，２０年度予算編成においては，これら取組みの実施を前提とし

たところであるが，２１年度においても踏襲するものとする。 

      さらに，本市においては，行政改革推進法などを踏まえ，資産・債務に関

する情報提供と適正管理を行うため，国の作成基準に準拠し，従来の官庁会

計（現金主義）に対し，民間企業の経理に採用されている発生主義の活用お

よび複式簿記の考え方の導入を図り，貸借対照表，行政コスト計算書，資金

収支計算書および純資産変動計算書の４表を標準形とした公会計を，新財務

システム構築にあわせ，２１年度までに整備することを行革計画に掲げてい

る。 

このことは，地方分権が進展する中，地方公共団体の自己決定権の拡大に

伴い，地方行財政のあらゆる分野で，公正の確保と透明性の向上を図ること

が一層重要となってきている時代の要請である。 

今後においては，市民から理解と支持を得られる健全な行財政運営を確立

するため，公会計整備だけにとどまらず，本市の行財政運営全般について，

市民への積極的な情報開示と説明責任の全うが求められ，当然に，これらに

対応できなくてはならないことを認識しなければならない。  

   財政健全化の目標値の設定  

財政健全化に向けて戦略的に取り組むため，行革計画において，次の４つ

の財政指標について目標数値を設定したところであり，この指針で示した具

体策を実践することにより同計画期間内での達成に努める。  

  ア  経常収支比率 

      経常収支比率は，毎年度の経常的な収入を毎年度必要となる経常的・義

務的な経費に使っている割合で，この率が低いほど財政運営に余裕があり，

新規事業を実施することが可能となる。  

      地方交付税の減少等により，本市においても高率で推移しているところ

であるが，事務事業を見直し，スリム化を図る中で，経常経費の圧縮など

により，平成１９年度決算における数値９０．０％を，２１年度決算にお
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いては８５．０％に改善するよう努める。  

イ  実質公債費比率 

        実質公債費比率は，毎年度の経常的な収入に対する公営企業会計への公

債費繰出分を含んだ実質的な公債支払額の割合で，１８年度からの地方債

発行の協議制への移行に伴い，その協議制に移行できる基準の指標として

用いられるようになった。この数値が１８．０％以上になると地方債発行

に国の許可を要することとなる。 

        本市においては，毎年度の通常分の市債発行を，その年の元金償還額の

範囲内に抑える取組みを継続する中で，市債発行を抑制し，１９年度決算

における数値１５．１％を，２１年度決算においては１４．０％に改善す

るよう努める。 

ウ  市債残高 

        大型プロジェクト事業を始め，公共事業の実施に伴うこれまでの市債発

行により，公債費の高水準での推移が今後も見込まれ，財政運営を圧迫す

る要因となっているほか，少子化の進展等による世代間の負担の不均衡も

懸念されるところである。  

        本市においては，引き続き，プライマリーバランスの黒字を堅持・拡大

する中で，平成１９年度末の一般会計市債残高１，４５８億円を，２１年

度末においては１，３００億円に縮減するよう努める。 

エ  財政調整基金残高 

    財政調整基金は，地方交付税等一般財源総額の動向が不透明な今日，財

政収支において年度間の不均衡が生じたときに平準化を図り，安定的な財

政運営を行うために必要な財源である。本市においても，バブル経済崩壊

後，市税収入が連続して減少するなど，財政状況において危機的な状況が

続く中，財政調整基金からの補てんによる財政運営を余儀なくされてきた。 

今後においては，後年度の財政負担も考慮し，この指針や行財政改革計

画に掲げる取組みを実践する中で，基金からの取崩しを毎年度，決算剰余

金の積立額の範囲内に抑え，計画期間内の各年度末残高で８５億円を維持

するよう努める。  

７   地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率  

平成２０年度に施行された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に
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基づき，フロー指標として，実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公債費比

率の３指標に，ストック指標として将来負担比率を加えた４つの比率を整備し，

公表することが義務付けられ，財政の健全性をより詳細に分析し，判断すると

ともに，早期健全化団体にあっては，財政健全化計画を策定し，自主的な改善

努力による早期健全化を図ることとし，財政再生団体にあっては，財政再生計

画を策定し，国等の関与により確実な再生を図ることとされた。 

１９年度決算数値をもとに各比率を算定した結果は，いずれも早期健全化基

準内であったが，今後においても，健全財政を維持するため，前述のとおり行

革計画で数値目標を掲げている実質公債費比率の改善と，市債残高の抑制によ

り健全化判断比率の改善に努める。１２ｐ別表②参照 

 














